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Ⅰ．令和８年度予算概算要求総括表

　１．国土政策局関係予算概算要求総括表
（単位：百万円）

前年度 比　較 対前年度

事　　　　　　項 予算額 増△減 倍　　率

(A) (B) (A-B) (A/B)

Ⅰ．行政経費

 １．国土計画の推進（※１） 204 109 95 1.87

　（１）国土形成計画の実装 189 90 99 2.09

　　うち　・地域生活圏の形成・二地域居住等の促進 168 70 99 2.41

　（２）国土利用計画の推進 15 19 △ 4 0.79

　　うち　・市町村管理構想・地域管理構想の策定推進 15 19 △ 4 0.79

　２．離島、奄美群島、小笠原諸島、半島、豪雪地帯の振興支援（※２） 5,600 4,693 908 1.19

　　うち　・離島活性化交付金 1,202 1,006 196 1.20

　　　　　・スマートアイランド 126 111 14 1.13

　　　　　・奄美群島振興への支援 2,830 2,368 462 1.20

　　　　　・小笠原諸島振興開発施策の推進 1,275 1,067 208 1.20

　　　　　・半島地域振興施策の推進 86 72 14 1.20

　　　　　・豪雪地帯対策の推進 82 69 13 1.20

 ３．その他 199 201 △ 2 0.99

行　政　経　費　　　計 6,002 5,002 1,000 1.20

Ⅱ．公共事業関係費

　○住宅都市環境整備 300 0 300 皆増

　　　都市環境整備 300 0 300 皆増

　　　　市街地整備 300 0 300 皆増

　○推進費等 17,062 14,217 2,845 1.20

　　　　・官民連携基盤整備推進調査費 398 331 67 1.20

　　　　・防災・減災対策等強化事業推進費 16,664 13,886 2,778 1.20

　○離島振興及び奄美振興〈一括計上分〉 65,274 55,416 9,858 1.18

　　　　・離島振興事業 45,446 37,469 7,977 1.21

　　　　・奄美群島振興開発事業 19,828 17,947 1,881 1.10

公共事業関係費　　　計 82,636 69,633 13,003 1.19

合　　　　　　計 88,638 74,635 14,003 1.19

（注）1．本表のほか、社会資本整備総合交付金（広域連携事業※１、離島広域活性化事業※２）　586,153百万円の内数がある。

　　　2．端数処理の関係で、合計額等は必ずしも一致しない。

８年度
要求
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２．特定地域振興関係予算概算要求総括表

（単位：百万円）

事 業 費 国　費 事 業 費 国　費 事 業 費 国　費

＜ 離 島 振 興 ＞ 77,080 46,773 63,532 38,586 1.21 1.21

治 山 治 水 3,608 1,917 3,202 1,714 1.13 1.12

道 路 整 備 3,289 2,239 2,728 1,852 1.21 1.21

港 湾 空 港 5,436 4,518 4,654 3,769 1.17 1.20

道 路 環 境 2,478 1,593 2,119 1,360 1.17 1.17

水 道 廃 棄 物 処 理 5,254 2,270 4,208 1,883 1.25 1.21

農 林 水 産 基 盤 整 備 27,661 16,735 23,515 14,237 1.18 1.18

社 会 資 本 総 合 整 備 26,962 16,174 21,094 12,654 1.28 1.28

74,688 45,446 61,519 37,469 1.21 1.21

離 島 活 性 化 交 付 金 2,267 1,202 1,901 1,006 1.19 1.20

離 島 振 興 調 査 費 126 126 111 111 1.13 1.13

2,392 1,327 2,013 1,117 1.19 1.19

＜ 奄 美 群 島 振 興 開 発 ＞ 32,753 22,658 29,650 20,315 1.10 1.12

治 山 治 水 606 395 574 378 1.06 1.05

道 路 整 備 700 490 570 399 1.23 1.23

港 湾 空 港 1,936 1,774 1,897 1,722 1.02 1.03

道 路 環 境 230 161 210 147 1.10 1.10

水 道 廃 棄 物 処 理 1,404 641 1,176 517 1.19 1.24

農 林 水 産 基 盤 整 備 11,369 8,061 10,489 7,408 1.08 1.09

社 会 資 本 総 合 整 備 11,711 8,306 10,400 7,376 1.13 1.13

27,956 19,828 25,315 17,947 1.10 1.10

奄 美 群 島 振 興 交 付 金 4,789 2,822 4,329 2,362 1.11 1.20

奄 美 群 島 振 興 開 発 調 査 費 7 7 6 6 1.20 1.20

4,797 2,830 4,335 2,368 1.11 1.20

＜ 小 笠 原 諸 島 振 興 開 発 ＞ 2,140 1,275 1,789 1,067 1.20 1.20

小 笠 原 諸 島 振 興 開 発 事 業 費 補 助 1,787 1,067 1,495 897 1.20 1.19

小 笠 原 諸 島 振 興 開 発 費 補 助 金 308 162 260 136 1.18 1.20

小 笠 原 諸 島 振 興 開 発 調 査 費 7 7 6 6 1.20 1.20

小 笠 原 総 合 事 務 所 運 営 費 38 38 28 28 1.36 1.36

＜ 半 島 振 興 ＞ 163 86 136 72 1.20 1.20

半 島 振 興 広 域 連 携 促 進 事 業 155 78 128 64 1.21 1.21

半 島 地 域 振 興 対 策 調 査 費 8 8 8 8 1.07 1.07

＜ 豪 雪 地 帯 対 策 ＞ 119 82 99 69 1.20 1.20

豪 雪 地 帯 安 全 確 保 緊 急 対 策 交 付 金 110 73 90 60 1.22 1.22

豪 雪 地 帯 基 礎 調 査 費 9 9 9 9 1.01 1.01

公 共 事 業 関 係 費　　合　計 102,644 65,274 86,835 55,416 1.18 1.18

行　　政　　経　　費　　合　計 9,611 5,600 8,371 4,693 1.15 1.19

（注）１．離島振興及び奄美群島振興開発については、一般公共事業の国土交通省一括計上分及び行政経費を計上している。

　　　２．本表のほか、防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策については、事項要求を行い、予算編成過程で検討する。

　    ３．端数処理の関係で、合計額等は必ずしも一致しない。

倍率 (A/B)

公共事業関係費　計

行政経費　計

公共事業関係費　計

行政経費　計

区　　　　分

8年度要求額 (A) 前年度 (B)
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Ⅱ 予算概算要求概要 
 

１．国土計画の推進 
 

要求額 204百万円（対前年度比 1.87倍）行 政 経 費 

要求額 698百万円（対前年度比 2.11倍）公共事業関係費 
※このほか、広域連携事業分として社会資本整備総合交付金 

586,153百万円の内数がある。 
 

（１）国土形成計画の実装 
 

令和５年７月２８日に閣議決定した第三次国土形成計

画（全国計画）が目指す「新時代に地域力をつなぐ国土

」の理念の実現に向けて、施策の実装に取り組んでまい

ります。広域地方計画等に基づき、地域資源を最大限活

かし各圏の機能分散と広域圏内外の交流・連携を通じた

連結強化を図るとともに、日常の暮らしに必要なサービ

スが持続的に提供される「地域生活圏」の形成を推進し

ます。これにより、広域圏からコミュニティまでの各階

層にわたる生活・経済圏域を重層的に形成し、二地域居

住等をはじめとする地方への人の流れの創出・拡大を進

め、「シームレスな拠点連結型国土」の実現を図ってま

いります。 

特に、「地域生活圏」の形成については、地域の課題

解決への機運醸成に向け、先導的な取組や人材育成の支

援を行うこととあわせて、資金や人材を呼び込む環境整

備として事業分野横断の官民プラットフォームの創設を

行います。また、これらとあわせて、課題解決に取り組

む民間事業者の活動を支援するため地域生活圏の拠点と

なる施設整備やそれと一体的なインフラ事業に対して支

援を行います。 

また、「二地域居住等」については、その促進のため

の法整備を令和６年に行ったところであり、二地域居住

者と地域を繋ぐ特定居住支援法人のマッチング機能の強

化等を図るとともに、更なる普及への課題の解決に向け

たモデル的な取組への支援を行ってまいります。 
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（２）国土利用計画の推進 
 

令和５年７月２８日に閣議決定した第六次国土利用計

画で掲げた「持続可能で自然と共生した国土利用・管理」

の実現に向けて、人口減少・高齢化等を背景とした国土

の管理水準の低下などに対応していくため、「国土の管

理構想」による最適な国土利用・管理の取組を推進して

まいります。 

 

２．離島、奄美群島、小笠原諸島、半島、豪雪地帯の振興支援 
 

要求額  5,600百万円（対前年度比 1.19倍）行 政 経 費 
※このほか、離島広域活性化事業分として社会資本整備総合交付金 

586,153百万円の内数がある。 

 

条件不利地域である離島、奄美群島、小笠原諸島、半

島、豪雪地帯について、条件不利性の克服に留まらず、

定住・交流促進の取組や、地域の資源や特性を活かした

取組を支援します。 

 

３．防災・減災への機動的な対応 
 

要求額  16,664百万円（対前年度比 1.20倍）公共事業関係費 

 

気候変動の影響等により豪雨等の自然災害が激甚化・

頻発化している状況を踏まえ、国民の安全・安心の確保

をより一層図るため、年度途中に緊急的かつ機動的に予

算を配分し、防災・減災対策等の強化を図る公共事業を

支援します。 

 

４．その他 
 

要求額  199百万円（対前年度比 0.99倍）行 政 経 費 

 
国土・地域政策の海外展開 

むつ小川原開発の推進に関する調査 等 
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Ⅲ 個別事項 

１．国土計画の推進 

（１）国土形成計画の実装 

 

 

 

 

 

 

 

 

5



○ 国土形成計画（令和5年7月閣議決定）を踏まえ、都道府県域を超えて広域的な機能の分散と連結強化を図る「シームレスな拠点連結型国土」の構
築や、暮らしや経済の実態に即して、市町村域を超えてサービスや活動が継ぎ目なく展開される「地域生活圏」の形成を図る。

○ この実現に向けて、広域地方計画等に基づき、地域資源を最大限活かし、①各圏の機能分散と広域圏内外の交流・連携を通じた連結強化を図るととも
に、日常の暮らしに必要なサービスが持続的に提供される②「地域生活圏」の形成を推進し、広域圏からコミュニティまでの各階層にわたる生活・経済圏域を
重層的に形成する。

○ また、二地域居住等をはじめとする地方への人の流れの創出・拡大を進め、地域活性化につなげていく。

広域地方計画
今年度末頃（令和８年３月頃）の計画策定を目指す

※北海道総合開発計画、沖縄振興計画とも連携して推進

今年度末頃（令和８年３月頃）の計画策定を目指す

※北海道総合開発計画、沖縄振興計画とも連携して推進

実現のための仕組み

○官民連携による先導的な取組に対する支援

一体的実施が必要な
インフラ事業への支援
【都道府県間連携】
・道路 ・港湾 ・河川 ・公園 等

広域圏における中核拠点と
なる施設整備への支援
・産業施設
・観光施設 等

地域生活圏の拠点となる
施設整備への支援
・買い物 ・医療・福祉・介護
・教育 施設 等

○資金や人材を呼び込むための環境整備等の推進

自治体向け民間事業者向け
支援措置

①都道府県を越える
広域圏

地方の中心都市
を核とした圏域

小さな拠点

②
地
域
生
活
圏

一体的実施が必要な
インフラ事業への支援
【都道府県～市町村間連携】
・道路 ・港湾 等

二地域居住等をはじめとする
地方への人の流れの促進

≪東北圏≫

≪首都圏≫
≪中部圏≫

≪近畿圏≫

≪四国圏≫

≪九州圏≫

≪中国圏≫

≪北陸圏≫

「地域生活圏」の形成（イメージ）

<地域経営のポイント>＝地域生活圏の３要素
・ 官民パートナーシップによる「主体の連携」
・ 分野の垣根を越えた「事業の連携」
・ 行政区域にとらわれない「地域の連携」

先行優良事例の創出やマッチングの促進

～

国土形成計画の実装
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○ 人口減少、少子高齢化が進むことにより、地域の暮らしを支える中心的な生活サービス提供機能が低下・喪失するおそれがある中、日常の暮らし
に必要なサービスが持続的に提供される「地域生活圏」の形成を目指すことが重要であり、その担い手である主体の育成が急務である。その際には、
①官民パートナーシップによる「主体の連携」、②分野の垣根を越えた「事業の連携」、③行政区域にとらわれない「地域の連携」の観点を踏まえること
が必要になる。
○ 「地域生活圏形成リーディング事業」では、「地域生活圏」の形成に資する先導的な取組や人材育成に対し費用の支援を行うことにより、地域の
多様なステークホルダーから構成される主体の育成を図り、将来に向かって自立可能な事業を構築する「地域生活圏」の形成を強力に推進する。
○ また、特に①主体の連携を円滑かつ強力に進めていくため、関係省庁や自治体、金融機関、経済界、事業者などと連携し、地域生活圏の形成に
資する官民プラットフォームの創設を行う。

地域生活圏の形成・二地域居住の促進① （地域生活圏）

１．先導的な取組への支援
○ 地域の課題把握や必要とされるサービスの検討や、官民が連携した主体のもとで行われる事業に対し支援を行う。
【支援対象者】
共助・共創の観点から日常の暮らしに必要なサービスの提供に取り組んでいる民間団体を含む、官民で構成される協議会
【支援対象経費】
・ 「地域生活圏」の形成に向けた事業実施のための関係者の合意形成・意見聴取、連携・実施体制の構築、協議会開催等
に要する経費

・ 日常の暮らしに必要なサービスの持続的な提供に向けた利便性の向上・複合化、地域内経済循環、新たな共助の仕組みの
構築・構想検討に要する調査等経費

・ 「地域生活圏」の形成に向けた事業の実施に要する経費（拠点、設備、システムの導入・改修費、広告宣伝費、研究開発
費、人材育成費等）

<地域経営のポイント>＝地域生活圏の３要素
① 官民パートナーシップによる「主体の連携」
② 分野の垣根を越えた「事業の連携」
③ 行政区域にとらわれない「地域の連携」

地域生活圏の形成イメージ

２．人材育成への支援
○ 地域生活圏の形成に向けて、主体的かつ継続的に取り組む人材を育成する事業に対し支援を行う。
【支援対象事業者】 都道府県・市町村、民間事業者
【支援対象経費】 地域課題の解決に取り組む人材育成に関する取組実施経費

○ 官民・民民の連携を進めていくため、地域生活圏の形成に資する官民連携プラットフォームを創設。
※国土審議会推進部会地域生活圏専門委員会とりまとめ報告書（令和７年６月）より抜粋
・ 資金調達・運営面での投資家と当該事業を実施しようとする主体とのマッチングやコーディネートを行うことができる機能に着眼することも重要であることから、各事業規模に応じた具体の事業
組成や地域における金融人材の育成等の観点も踏まえ、政府系金融機関、地域金融機関、民間の地方創生ファンド等も巻き込んだ官民プラットフォーム創設の検討が必要

・ 「公共貢献」につながる事業を構想できるプロフェッショナル人材を育成するための地域のコミュニティとして、あるいは内外の人材の交流の場として、大学などの教育機関や研究機関を核とする
中間支援組織も参画した官民プラットフォームの創設の検討も必要

官民プラットフォームの創設

要求額：６２百万円（前年度：１０百万円）

地域生活圏形成リーディング事業
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○ 地域生活圏形成事業計画（仮称）に基づき、民間事業者が国土交通
大臣の認定を受けて実施する拠点施設の整備について、民間都市
開発推進機構の出資等により金融支援する。【創設】

○ 地方公共団体が地域生活圏形成事業計画（仮称）等と一体的に実施
する、地域生活圏の形成に資するインフラ整備について、社会資本
整備総合交付金（広域連携事業）により支援する。 【拡充】
（交付対象）都道府県、市町村
（交 付 率）最大45％

・地域生活圏の形成に資する、人の往来又は物資の流
通に必要な基盤整備事業

地域生活圏基盤整備計画（仮称）
【都道府県及び市町村】

国 土 交 通 大 臣

民
間
都
市
開
発
推
進
機
構

申請・認定

・地域公共交通や買い物、医療・福祉・介護、教育等の暮らしに必
要なサービスを持続的に提供するために必要な事業

出資等

地域生活圏形成事業計画（仮称）
【民間事業者等】

日常の暮らしに必要なサービスの持続的な提供に向け、地域課題解決に取り組む民間事業者等の活動への支援を通じて地域の魅力向上を図り、
地方への人の流れの創出・拡大による地域活性化を目的として、
○ 民間事業者が実施する拠点施設の整備について、民間都市開発推進機構の出資等による支援制度を創設
○ 地方公共団体が実施する基盤整備等の事業に対して、社会資本整備総合交付金（広域連携事業）による支援を拡充

民間による拠点施設整備事業に対する金融支援 地方公共団体の基盤整備事業に対する支援

社会資本整備総合交付金
（広域連携事業）による支援

要求額：３００百万円（皆増）
社会資本整備総合交付金 ５８６，１５３百万円の内数

認定地域生活圏形成施設整備事業（仮称）
【民間事業者】

地域生活圏の形成・二地域居住の促進② （地域生活圏）
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関係人口の実態を把握し、地域別関係人口数等のデータやインパ
クト測定事例を示す調査を支援する。

＜取組の内容例＞
全国を対象に関係人口のサンプル調査を実施し、自治体単位で類型別
（直接寄与型・就労型等）の特徴を整理した上でデータを広く公開する。
また全国値は、R5年度調査からの変化を分析・評価 等

二地域居住を希望・実行する者と地域の人材ニーズとのマッチングや、
空き家を活用した住環境の提供等を行う人材・組織の育成・確保
を図る。この際、広域型と地域密着型の両類型に対応し、それぞれ
の特性に応じた柔軟な取組を支援する。
＜取組の内容例＞
「広域」 ： 都市部の二地域居住者ニーズと受入地域側ニーズのマッチング

イベント、Webシステム整備等
「地域密着」： 受入地域内のニーズ整理や調整のための

コミュニティ接続イベント、コンシェルジュ機能強化等

二地域居住を通じて地方への人の流れの創出・拡大が図られ、地域が活性化

二地域居住促進のための中長期的な課題の解決に資する交通事業
者、不動産会社等の民間事業者や自治体等によるハード・ソフト一
体的な実証モデル事業の実施を支援する。
＜取組の内容例＞

自治体等による二地域居住者への証明
住まいの滞在費や地域間の移動に伴う長距離交通費の定額化・低廉化
保育園、学校等に関する子育て・教育環境の整備
空き家の改修やテレワーク拠点施設等の整備 等

二地域居住の促進に向けた先導的な施策の実装

○ 二地域居住の促進に向けて、二地域居住者と地域を繋ぐコーディネーターの役割を果たす中間支援組織の育成・確保を
図るとともに、二地域居住者の負担軽減や生活環境の整備等といった中長期的な課題の解決に向けたモデル的な取組を
支援する。併せて、官民連携の核となる官民共創のプラットフォームの機能強化や、二地域居住を含む関係人口の実態把
握のための調査を進める。

※骨太方針2025（抜粋）
・地域との関わり方等に応じて関係人口の類型化を行い、それぞれの類型に応じて、二地域居住等の推進や若者・女性の地域交流の促進、ふるさと納税の活用といった施策を展開する。
・関係人口の拡大や二地域居住の促進に向け、ふるさと住民登録制度の創設、第２のふるさとづくり・ワーケーション推進や交流・基盤施設整備、中間支援組織によるマッチング支援を進める。

二地域居住の促進に向けた支援の内容

二地域居住を促進する官民共創を加速・恒常化するため、プラット
フォームの更なる機能強化を図る。地方公共団体と民間事業者等の
マッチング、事例の共有、具体的課題に対する協議の場の設置などの
運営を支援する。

全国二地域居住等促進官民連携プラットフォーム構築対策

地域間の移動費のサブスク 空き家の改修（お試し居住施設） コワーキングスペース

特定居住支援法人によるマッチングの支援

関係人口の拡大・深化に関する調査・検討

地域生活圏の形成・二地域居住の促進③ （二地域居住） 要求額：７３百万円（前年度：１０百万円）
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○ 国土形成計画（令和５年７月28日閣議決定）においては、「国土計画の策定、推進及び評価のプロセスを通じた効率的かつ効果的な進行管理（国
土計画のマネジメントサイクル）を行うため、地理空間情報を最大限活用して、計画のモニタリングを実施する」こととしている。

○ また、現在、次期広域地方計画の策定に向け、全国８つの圏域ごとに、国の出先機関、地方公共団体、経済団体等で構成される広域地方計画協議会
（官民プラットフォーム）において、今年度末頃（令和８年３月頃）の計画策定（国土交通大臣決定）を目指し、各主体が連携・協力し都府県を超え
るプロジェクトの内容の検討等を進めているところ。

○ 本調査では、一体のものとして定める国土計画である国土形成計画及び国土利用計画について、国土をめぐる様々な情報を常時収集、整理し、総合
的・体系的に分析を行う計画のモニタリング調査を実施。また、広域地方計画について、プロジェクトの実施状況に係るモニタリングを実施し、次年度以降
のプロジェクトの実施に向けたフォローアップを行う。

広域地方計画国土計画（国土形成計画・国土利用計画）

○ 都府県を超えるプロジェクト（広域連携プロジェクト）の進捗状況の把握のほか、
課題や対応等を検討。

○ 検討結果を広域地方計画協議会に報告し、次年度以降のプロジェクトの実施
方法等に反映させることで、効果的かつ着実な計画の推進につなげる。

○ 国土形成計画・国土利用計画に掲げられた国土づくりの目標の進捗度を
測るための指標の検討等を行う。

広域地方計画協議会
・国の出先機関、地方公共団体、経済団体等で広域地方計画協議会を組織
・計画の策定に向けて、各主体が対等な立場 で連携・協力

国土交通省
(国土交通大臣)

広域地方計画
の決定広域地方計画協議会

（官民プラットフォーム）

・学識経験者から意見聴取
・市町村からの提案
・地域住民の意見
（ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ）

国の
出先機関

都府県・
政令市

経済団体等圏域内の市町
村・隣接自治体

国土計画における国土づくりの目標
○国土形成計画 ○国土利用計画

目指す国土の姿
「新時代に地域力をつなぐ国土」

～列島を支える新たな地域マネジメントの構築～

デジタルとリアルの融合による

活力ある国土づくり
～地域への誇りと愛着に根差した地域価値の向上～

巨大災害、気候危機、緊迫化する国際情勢に対応する

安心・安全な国土づくり
～災害等に屈しないしなやかで強い国土～

世界に誇る美しい自然と多彩な文化を育む

個性豊かな国土づくり
～森の国、海の国、文化の国～

国土づくりの戦略的視点
①民の力を最大限発揮する官民連携
②デジタルの徹底活用
③生活者・利用者の利便の最適化
④縦割りの打破（分野の垣根を越える横串の発想）

調査内容

国土利用の基本方針：
「持続可能で自然と共生した国土利用・管理」

①地域全体の利益を実現する最適な

国土利用・管理

②土地本来の災害リスクを踏まえた賢い

国土利用・管理

③健全な生態系の確保によりつながる

国土利用・管理

④国土利用・管理ＤＸ

⑤多様な主体の参加と官民連携による

国土利用・管理

国土計画及び広域地方計画のモニタリングの推進 要求額：２８百万円（前年度：２４百万円）
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第三次国土形成計画や広域地方計画等に基づき、地域が有する文化・産業等の地域資源の強みを最大限活かし、広域的な機能分散と連結
強化等を通じた経済圏域の形成と、地方への人の流れの創出・拡大に資する取組による地域活性化を目的として、
○ 都道府県が連携して実施する基盤整備等の事業に対して、社会資本整備総合交付金（広域連携事業）により支援する。
○ 民間事業者が国土交通大臣の認定を受けて実施する拠点施設の整備について、民間都市開発推進機構のメザニン支援等により支援する。

（目的）
広域にわたる人の往来又は物資の流通を活発にする民間等の

活動を通じて地域を活性化することを目的に、複数都道府県※が
連携・協力して取り組む基盤整備等をタイミング良く実施する
ための事業

（交付対象）都道府県
（交 付 率）最大45％

※ 二地域居住等の促進を図る計画に限り連携要件を緩和、市町村が作成する特定居住促進
計画への位置付け等は必須

社会資本整備総合交付金

広域活性化事業（広域連携事業）

○拠点施設関連基盤施設整備事業（ハード事業）
１号事業：道路、鉄道、空港、港湾、都市公園、下水道、河川、

公営住宅整備等、土地区画整理、市街地再開発
⇒重点地区における民間事業者等による拠点施設の整備に関
する事業と一体的に実施する事業

２号事業：道路、鉄道、空港、港湾
⇒拠点施設において行われる広域的特定活動に伴う人の往来
又は物資の流通に対応するために必要な事業

○提案事業（主にソフト事業）
幅広い基盤施設整備を１つのパッケージでタイミング良く支援するこ
とが可能で、都道府県の自主性・裁量性が高いことが特徴。

北部九州地域における半導体・自動車産業活性化計画（重点③）【福岡県、大分県、熊本県】

九州圏広域地方計画の広域連携プロジェクト「九州圏を支える基幹産業の発展と
活性化プロジェクト」に寄与する事業の推進

産業拠点と広域的な物
流結節点（空港・港湾・
高速道路ＩＣ・貨物ターミ
ナル駅）との相互アクセ
ス性を向上することで、
物流の効率性を高め、
九州北部における産業
経済活動の国際競争力
を強化し、地域の自立を
促進させるための基盤
整備等を実施。

広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律に基づき、民間
事業者が国土交通大臣の認定を受けて実施する拠点施設の整備に
対する民間都市開発支援機構による金融支援について、現行の出資
に加え、メザニン支援を追加する。【拡充】

民間による拠点施設整備事業への金融支援

～国土形成計画の実装～

広域地方計画等に基づく地域活性化への支援
社会資本整備総合交付金 ５８６，１５３百万円の内数
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（２）国土利用計画の推進 
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① 多様な主体が連携した取組の促進
○ 民間企業やNPO等の主体が取り組む国土管理の事例収集
を行うとともに、官民が連携して取り組む管理構想の実証調査を
行い、それらの結果を踏まえ、官民連携した管理構想の促進に
あたっての留意点等について調査検討を行う。

② 取組普及の底上げのための人材の育成強化
○ 市町村等の管理構想の理解促進を図り、市町村による地域
の管理構想策定の側面支援等が可能となるよう、市町村等の
人材の育成強化を行うための研修を企画・実施する。

〇 人口減少下では全ての土地について従来どおりの管理をしていくことは難しいとの認識に立ち、目指すべき将来像と土地
の管理の在り方を検討する「国土の管理構想」の取組を全国で進め、適切な国土利用・管理を促すこととしている。
○ 今年度は、より実効性のある管理構想の取組促進を目指し、民間企業やNPO等の多様な主体が連携した国土
利用・管理の在り方について調査検討を行うとともに、取組普及を底上げするための人材育成を行う。

(参考）地方創生2.0基本構想 施策集（令和７年６月13日）（抄）
第１章 政策の５本柱
１．安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生
（94）人口減少下に適応した国土利用・管理の推進

担い手不足が懸念される地域においても適切な国土利用・管理が行われるようにする
ため、民間企業やNPO等の多様な主体が国土利用・管理に参画するよう促すとともに、
国・地方が連携し、都市・農地・森林等の個別の土地利用に係る様々な行政計画・事
業との整合・連携強化を図り、地域の課題解決に総合的に取り組む。
（国土交通省国土政策局総合計画課）

草刈りなど手のかからない方法
で管理
・将来の活用に備えた農地

○地域管理構想図の例

見守りなど必要最小限の管理

積極的に維持
・貴重な棚田
・獣害防止のため管理が必要な森林

■概要

■調査内容

サントリーホールディングスHPを基に国土交通省作成

（右）人事研修の一環として
里山林を管理

（左）病虫害対策として伐採
した木を利用してウイスキー
樽を製造

○民間企業による
国土管理の例

○ 環境負荷低減への貢献等を行おうとしている民間企業等の外
部人材・資金を、国土利用・管理の取組に積極的に呼び込むこ
とにつながる。

○ 調査検討の結果を手引きや事例集等に反映させることで、新た
な事例創出や既存の管理構想の見直し、取組内容のブラッシュ
アップにつなげることができる。

○ 市町村による側面支援等の体制を構築することで、将来的に自
発的な普及がのぞめる。

■成果とその活用

人口減少下に適応した国土利用・管理の推進 要求額：１５百万円（前年度：１９百万円）
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○定住促進住宅整備事業
・定住促進住宅の整備（既存施設の改修等及び新築）※

○定住誘引施設整備事業
・シェアオフィス等の整備（既存施設の改修等及び新築）※

・交流施設の整備（既存施設の改修等及び新築）※

※既存施設の除却費用も対象とする

○流通効率化関連施設整備事業
・冷蔵倉庫、荷さばき施設等の整備

○定住基盤強化事業
・避難施設・非常用電源・備蓄倉庫、高付加価値コンテナ

等の整備

○定住促進事業
・産業活性化事業
－雇用の創出のための戦略産品開発
－戦略産品（５品目まで）の輸送費支援
－企業誘致・創業（離島の地域課題解決に資する社会的事業に対する創業支援）等促進

・定住誘引事業
－Ｕ．Ｉ．Ｊターン希望者のための情報提供

・流通効率化事業
－コンテナ（冷凍、冷蔵含む）、荷役機材、冷凍庫、冷蔵庫等

・デジタル技術等新技術活用促進事業
－ドローン、グリーンスローモビリティ、遠隔診療の導入等

・小規模離島等生活環境改善事業
－買い物支援、高齢者の送迎支援等

・安全・安心向上事業※
－防災計画作成、防災講習の実施、防災機能強化のための設備等

※緊急時等、やむを得ない事由により設備等の導入が必要な場合の
交付金交付決定前の契約・着手（施越）

○交流促進事業
・離島における地域情報の発信
－パンフレット作成、ＷＥＢの作成運用、ＰＲ活動等

・交流人口・関係人口拡大のための仕掛けづくり
－中間支援組織の立ち上げ、観光メニュー等のプログラムの作成

・島外住民との交流の実施・繋がりの構築の推進
－離島留学に関する支援、離島体験ツアー等

離島の自立的発展を促進し、島民の生活安定・福祉向上を図るとともに、地域間交流を促進し、無居住離島の増加及び
人口の著しい減少を防止するため、ソフト事業を離島活性化交付金で、ハード事業（施設整備等）を離島広域活性化事業
で支援する。

◆主な補助率：都道県、市町村・・・・各事業の１／２以内

民間団体 ・・・・・・・・・各事業の１／３以内

離島活性化交付金 離島広域活性化事業（社会資本整備総合交付金）

目的：戦略産業の育成による雇用拡大等の定住促進、観光の推進
等による交流の拡大促進のための事業を実施し、離島の振興
を図る。

目的：一の離島を超える広域的な地域の活性化を図ることが重要と
なっていることに鑑み、離島の広域的地域活性化のための基
盤整備等を総合的に推進し、離島の振興を図る。

・交流施設の整備のうち、渡船施設周辺の船客待合所・トイレ改修等は、本土側も対象
・定住促進住宅、定住誘引施設について二地域居住を促進する事業に重点的に配分

※下線部分につき令和８年度拡充 ※下線部分につき令和８年度拡充

離島活性化のための交付金
要求額：１，２０２百万円 （前年度：１，００６百万円）

社会資本整備総合交付金 ５８６，１５３百万円の内数
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○ 離島は四方を海などに囲まれ本土から隔絶されているため、人の移動や物流への制約などの条件不利性を背景にした様々な課
題を有している。

○ このような、離島が抱える課題解決のため、ICTなどの新技術・デジタル技術の離島への実装を図るための「スマートアイランド推
進実証調査」を実施する。

○ 関係省庁や民間企業等とも連携して、新技術・デジタル技術の離島地域への実装・横展開を推進する。

【目的】
全国の離島地域の関係者が集まり、交流促進や定住促進のため、離島の魅力の情報発信を行う機会を提供し、都市住民やその他地域住民のニーズを把握

【内容】
① 交流事業や観光情報の発信 ② 移住情報の発信（求人情報、空家、借家情報等） ③ 離島の伝統文化の体験、特産品の紹介 等

過去の実証調査の例
防災

スマートアイランドの推進

アイランダー

【課題】

本土の医療従事者が島へ移動する
際の時間・コスト等の負担

島民の災害や荒天時等における生活
不安、生活環境改善

定期航路に依存した人流・物流形態に
よる不自由な生活環境

医療

エネルギー交通物流

【実証内容】

電子カルテの共有
や遠隔モニタリング
による遠隔医療の
有効性の検証

遠隔診療の様子

【実証内容】

【実証内容】

ドローンの防災等
の多用途活用、
島民の自治活動
によるドローンの
実装や運用体制
構築の検証

自律航行船による
広域・多用途サー
ビスモデルの実現
に向けた検証

【課題】

【課題】

自律航行船による
実証の様子

スマートアイランドの実現に向けた取組

【実証内容】

小規模な波で
も対応可能な
波力発電の実
用性の検証

【課題】

スマートアイランド推進カタログ
【実施内容】

離島の課題解決に資する技術を取りまと
めた「スマートアイランド推進カタログ」を公
表・周知するとともに、その後も調査結果
等を踏まえ、カタログの充実を図る。

追加・充実

連携による
新技術・知見

スマートアイランド
推進プラットフォーム

【目的】
• 自立的に実装・横展開

を行う体制構築の支援
• 新技術の発掘
【主な活動内容】
• 伴走型のマッチング支

援
• 個別相談・企業紹介
• ニーズ・シーズや新技

術の掘り起こし

スマートアイランド
推進アドバイザー派遣

【実施内容】
スマートアイランド推進カ

タログの技術/サービスを
導入する地域や意欲のあ
る小規模離島に対してアド
バイザーを派遣し、伴走支
援を強化

実装・横展開の
推進を後押し

カタログに基づく
実装・横展開を推進

新技術
の発掘

島民によるドローン操縦の様子

往復型回転加速式波力発電装置

実
装
・

横
展
開

島内の産業のための電力の安定
供給

スマートアイランド
推進実証調査

【実施内容】
離島自治体が特に取り

組むべく課題（交通、医
療・介護、行政・住民サー
ビス等）に重点化するとと
もに、実装に向けたロード
マップを策定

広域連携体制構築調査等 要求額：１２６百万円（前年度：１１１百万円）
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◆ 農林水産物等の戦略産品の本土又は沖縄本島向けの移出に係る
輸送費への支援

移出：農林水産物（55品目）

加工品（市町村ごとに最大５品目）

移入：原材料等（市町村ごとに最大５品目）

◆ 左記のほか、奄美群島における雇用拡充、人材育成又は交流人口

の拡大等を図るため、以下の事業を支援

・ 農林水産業の振興

（ブランド化、平張ハウスや貯蔵設備の整備等の台風対策 等）

・ 関係人口の拡大及び移住の促進

・ 教育及び文化の振興

・ 製造業の振興

・ 自然環境の保全及び再生

・ 防災対策の推進

・ 奄美群島での創業等に対する支援 等

※ 上記の事業のうち、民間事業者等と連携した取組（事業開始から３年以
内）であって、
① 雇用創出・観光消費の促進が見込まれる創業・事業拡大への支援
② 地域資源・デジタル技術等を活用した先駆的、先進的な取組
については、特定重点配分対象として交付率を5/10から6/10にかさ上
げし、強力に支援（特定重点配分対象事業）

農林水産物等輸送コスト支援

○ 奄美群島の自立的発展、住民の生活の安定及び福祉の向上、定住の促進を図ることを
目的として、奄美群島の特性に応じた産業の振興又は住民生活の利便性の向上などに資
する事業を支援。

○ 令和８年には世界自然遺産登録から５周年を迎えることから、世界自然遺産に一体とし
て登録され、また地理的・歴史的に近接する沖縄との連携を一層強化するため、両地域の
交流の促進等に資する事業に対する支援を継続・充実する。

◆ 奄美群島の住民・準住民（※）を対象とした県内路線の運賃割引及び
住民・準住民を対象とした沖縄路線の運賃割引への支援

※準住民：奄美群島外の学校に在学し、群島民に扶養されている者及び介護帰省者

◆ 旅行者を対象とした群島間路線や沖縄路線の運賃割引への支援

航路・航空路運賃の軽減

◆ 世界自然遺産にも登録された「奄美・沖縄」の周遊観光を促進するた

め、両地域で実施する旅行商品造成やプロモーション等の取組を支援

◆ このほか、島唄等の文化や自然を通じた両地域の子ども達の相互交

流等の取組を支援

奄美・沖縄連携の促進

成長戦略の推進に向けた支援

※下線部分につき令和８年度拡充

奄美群島振興交付金 要求額：２，８２２百万円（前年度：２，３６２百万円）
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小笠原諸島の特性を最大限に生かし、地域の主体的な取組を支援

小笠原諸島振興開発事業費補助（ハード事業）

島民・観光客の安全確保のための防災施設の整備、世界自然遺産である自然環境の
保全、産業振興や生活環境の改善のための施設の整備に係る取組等を支援する。

道路整備農業・水産業振興農業・水産業基盤整備港湾整備 生活環境施設等整備観光振興

【主な事業】

災害防除（道路整備）

崖崩れや落石等の恐れのある斜面について、
災害を未然に防止する斜面の防護工事を行う。

病害虫等防除対策診療所運営

各種調査（観光関係）

医療施設の運営支援
（唯一の医療機関である
診療所の運営に対する
支援を行う。）

小笠原諸島振興開発費補助金（ソフト事業）

指定病害虫であるミカンコミバエの
再侵入警戒調査やアフリカマイマイ
の防除・試験研究等を行う。

小笠原諸島の自立的発展に向けた
産業振興等に関する調査を行う。

直轄調査経費

小笠原村診療所

小中学校（生活環境施設等整備）

教育環境の改善のため、築後50年以上経過し、
老朽化した小中学校の改築を行う。

砂防（生活環境施設等整備）

豪雨時に土石流が懸念される河川において下流
の人家の被害を防止する砂防施設を整備する。

北袋沢地区第一沢堰堤
（イメージ）

国の行政機関の権限に属する
事務を処理するために設置された

小笠原総合事務所の運営経費

小笠原総合事務所運営費

父島循環線斜面 小笠原小中学校（イメージ）

小笠原諸島振興開発施策の推進 要求額：１，２７５百万円（前年度：１，０６７百万円）
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全国平均を上回るペースで人口減少・高齢化が進行している一方、我が国の食料の安定供給拠点である
など、国土政策上の重要な構成要素である半島地域の自立的発展、定住の促進を図るため、多様な主体
が連携・協力して実施する広域的な取組の促進を図るための支援及び半島振興施策の立案に資する調査
を実施する。

半島振興法改正後、令和７年度を通じて道府県が作成した半島振興計画を基に、道府県へのヒアリングや実地

調査など、今後の半島振興施策の立案に資する調査を実施する。

半島地域振興調査

改正半島振興法を踏まえ、半島地域の自立的発展に向けた交流・定住促進、産業振興、防災・物流強化を図
るため、半島地域の様々な主体の取組を道府県がパッケージ化して一体的・広域的に推進するソフト施策を
支援する。

半島振興広域連携促進事業

○ 対 象：地域の特性を活かしながら、複数の取組主体に
より広域的に実施される以下の事業

・交流・定住促進事業：交流活動、地域情報発信、
定住情報提供、
定住環境整備（簡易な施設整備）

・産業振興事業：特産品開発、特産品販売促進
・防災・物流強化事業：防災体制構築、

災害時を想定した物流強化
防災環境整備（簡易な施設整備）

○ 補助対象：道府県、市町村等（協議会形式）
○ 補 助 率 ：事業費の１／２以内

多様な主体が
連携・協力した
広域的な防災協定

多様な地域資源を
活かした

特産品開発、販路拡大

半島地域の
暮らしや仕事の
体験ツアー

※下線部分につき令和８年度拡充

半島地域振興対策事業経費 要求額：８６百万円（前年度：７２百万円）
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豪雪地帯において、除排雪時の死傷事故が多発していることを踏まえ、将来を見据えた戦略的な方針の策定と、
持続可能な除排雪体制の整備等に取り組む自治体（道府県及び市町村）を支援する。

活用・効果

概要

対象事業

○ 地域安全克雪方針策定事業（補助率10／10) ※事業実施主体は市町村

自立的で安全な地域を実現するための将来構想を地域ぐるみで設定し、その達成のための地域のルールや
各主体の取組を定める地域安全克雪方針の策定に対して重点的な支援を行う。（関係機関との事前調整を含む）

地域安全克雪方針策定への支援、除排雪の体制づくりへの支援を実施することで、除排雪時の死傷事故の
低減が図られる。

※下線部分につき令和８年度拡充

○ 安全克雪事業（補助率１／２) ※事業実施主体は道府県・市町村

地域の除排雪体制整備や安全対策の普及など方針策定に並行して行う試行的な取組や、方針に位置づけた
除排雪体制の定着に向けた実装化の取組（方針策定後３年以内）に対して支援を行う。

＜試行的な取組の例＞
・地域の除排雪の体制づくり（除排雪体制の構築、除排雪のための装備・資機材の購入、堆雪場等としての一時使用 等）
・要援護世帯等における除排雪の支援（要援護世帯等への屋根雪下ろし・間口除雪支援 等）
・所有者不明空き家の屋根雪下ろし等による落雪被害防止に係る体制づくり
・安全講習会の開催等、除排雪の担い手の育成（移住間もない世帯への支援を含む）
・克雪住宅化やアンカー設置に関する普及活動
・除排雪に関する自動化、省力化等に資する技術の導入

＜実装化の取組の例＞
・地域の除排雪体制の定着（地域間の連携体制の構築、除排雪活動の担い手の増加・定着、
安全な除排雪作業の浸透、除排雪業務の効率化 等） 等

雪下ろし実技講習

要求額：７３百万円（前年度：６０百万円）豪雪地帯安全確保緊急対策交付金
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３．防災・減災への機動的な対応 
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災害対策事業

◆災害を受けた地域等において、災害復旧事業による対応が出来ない場合の再度災害防止等の対策

公共交通安全対策事業 事前防災対策事業

◆突発的な事象への緊急的な対策や新たな課題への
追加対策（公共交通の安全確保を含む）

気候変動の影響等により豪雨等の自然災害が激甚化・頻発化している状況を踏まえ、国民の安全・
安心の確保をより一層図るため、年度途中に緊急的かつ機動的に予算を配分し、防災・減災対策等の
強化を図る公共事業を支援する。

対象事業

◆交通インフラ（陸上交通、海上交通、航空交通）に
おける重大事故等が発生した場合の対策（安全性の
向上）

○緊急的な再度災害防止対策及び事故の再発防止対策の実施により、国民の安全・安心を確保する。
○突発的な事象への緊急対策等により、防災・減災対策の早期効果の発現を図る。

築堤工

豪雨による水害の発生 早期の効果発現

対策の
実施

崖崩れによる交通規制の発生 早期の効果発現

対策の
実施

防災・減災対策等強化事業推進費 要求額：１６，６６４百万円（前年度：１３，８８６百万円）
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（この冊子は、再生紙を使用しています。） 


